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企画部長 ただいまから、令和 8年度第 1 回大分市総合教育会議を開会いたしま

す。 

会議の進行を務めさせていただきます、企画部長の正池でございます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

なお本日、廣津留委員におかれましては、オンラインによるご出席、ま

た、林委員におかれましては、ご都合により欠席されております。 

それでは初めに、足立市長からご挨拶を申し上げます。 

市長 皆さんこんにちは。 

大分市総合教育会議にご出席いただき、ありがとうございます。 

今日の議題はカスタマーハラスメントです。ご存じだと思いますけど、

この 4 月に人事院で国家公務員のカスタマーハラスメント防止について

規則が制定され、10 月 1 日に施行されます。 

本市としては、昨年の 3 月にカスタマーハラスメント対策マニュアルを

作って、この 4 月から大分市職員の安心対応マニュアルとして、3 つの

マニュアルを統合しております。 

必要に応じてこの人事院規則とのすり合わせも課題の一つと認識してお

ります。 

今回、学校現場におけるカスタマーハラスメント、要は教職員を守るっ

ていう視点ではなくてですね、それが子供の教育にどう影響をおよぼし

ているか、子供にとって何をカスハラ対策やるのが大事なのか、という

ことの視点で議論していただきたい。 

私はそのように思います。 

よろしくお願いします。 

企画部長 それでは議事に入らせていただきます。 

議事の進行につきましては、本会議の議長であります足立市長にお願い

いたします。 

市長 はい。 

では早速議事に入ります。 

カスタマーハラスメントについて、まずは事務局から説明をお願いしま

す。 

人事課長 はい。 

人事課の梶取でございます。 

大分市役所におけるカスタマーハラスメント対策についてご説明いたし

ます。 

資料につきましては、資料 1－1「大分市役所におけるカスタマーハラ

スメント対策について」と記載されたものをご覧ください。 



まず 1 点目、経緯及び目的です。 

近年、全国的に市民や行政サービス利用者などによる過度な要求や不当

な言動が増加しており、その結果、職員が精神的な苦痛を受けたり、長

時間の対応を強いられたりすることで、業務が滞る、市民サービスの提

供に影響が生じる事案が発生しています。 

令和 7 年 2月に実施をしました、本市職員へのアンケート調査において

も、回答者のうち 46％が現在の所属でカスタマーハラスメントを受け

たものがあると回答をしております。 

このような状況を踏まえ、職員が本来取り組むべき業務に専念し、市民

へ適切な行政サービスを提供できるようにするとともに、職員の過度な

負担を軽減し、安心して働ける環境を整備することを目的として、令和

7 年 3 月から組織的なカスタマーハラスメント対策を講じることといた

しました。 

続いて、2 点目、本市の主な取り組み内容として、（1）から（5）の 5

つの取り組みを掲載しております。 

まず、「 （1）職員の対応マニュアルの策定について」です。 

本市では、令和 7 年 3月、適正な行政サービスの提供や職員の安全確保

を目的として、「大分市職員カスタマーハラスメント対応マニュアル」

を策定いたしました。 

その後、令和 7 年 6 月に公布された改正労働施策総合推進法の内容や、

同年 11 月に公表いたしました入札不正行為の再発防止対策等に関する

第三者調査委員会調査報告書の指摘、提言を踏まえ、令和 8 年 3 月に行

政対象暴力等の類似マニュアルと統合再編をし、新たに「大分市職員の

安心対応マニュアル」を策定いたしました。 

これにより、職員があらゆる不当行為に対して、統一的な基準に基づ

き、組織として毅然と対応できる体制を整えたところであります。 

なお、職員の安心対応マニュアルにつきましては、後ほど詳細をご説明

させていただきます。 

次に、「 （2）庁舎内におけるポスターの掲示について」です。 

職員の市民対応の基本姿勢や、カスタマーハラスメント対策について周

知啓発を図るため、大分市職員の市民対応の基本姿勢とカスタマーハラ

スメントの注意喚起の 2 種類のポスターを令和 7 年 3 月から、庁舎内の

各所に同時に掲示をしております。 

2 枚目の別紙をご覧ください。 

資料の上段にありますのが、実際のポスターのイメージとなっておりま

す。 



市民をはじめ来庁者の皆様には、まず、職員がご意見やご要望に真摯に

向き合い、相手の立場に寄り添う基本姿勢を示した上で、本市における

カスタマーハラスメントへの対応について、ご理解とご協力をお願いす

ることが大切であると考えております。 

再び、先ほどの 1 枚目の資料にお戻りください。 

「 （3）市ホームページでのカスタマーハラスメント対応方針の公開につ

いて」です。 

市民の皆様に、カスタマーハラスメントなどの不当行為、そして本市の

対応について理解を深めていただくため、市ホームページに対応方針等

を掲載するとともに、「大分市職員の安心対応マニュアル」の概要版も

掲載をしております。 

次に、「 （4）職員の名札様式の変更について」です。 

恐れ入りますが、再度別紙をご覧ください。 

資料の下段になりますが、職員の名札については、令和 7 年 4 月から、

変更後の名札に示す通り、所属名と名字をひらがな、ローマ字表記のみ

に改め、カスタマーハラスメントの対応における職員の不安軽減を図っ

ております。 

次に、「 （5）職員録の販売の廃止について」です。 

従来、全職員を掲載した職員録については一般販売を行っておりました

が、先の入札不正行為に関する第三者調査委員会からカスタマーハラス

メントの温床となる恐れがあるとの指摘を受け、令和 8年度から販売を

しないことといたしました。 

以上の 5 点が市役所におけるカスタマーハラスメント対策の内容となり

ます。 

続きまして、「大分市職員の安心対応マニュアル」の内容について、ご

説明をさせていただきます。 

資料は、「大分市職員の安心対応マニュアル概要版（公開用）」と記載さ

れたものをご覧ください。 

なお、職員向けには約 40 ページにわたるマニュアルを作成しており、

カスタマーハラスメントをはじめ、あらゆる不当行為への組織的な対応

体制や、事例別の具体的な対応策、被害を受けた職員の保護、支援体制

などを具体的に定めております。 

今回、ご説明する内容につきましては、ホームページにも公開している

概要版の資料を用いて説明をさせていただきます。 

まず、1 ページ目をご覧ください。 

職員及び管理監督者の心構えをそれぞれ 5 つ示しております。 



実際に初動対応を行う職員、そして、組織的な対応を担う上で重要とな

る管理監督者が共通認識を持つことが必要であり、すべての職員が不当

行為に対し、毅然とした態度で組織一体となって、適切に対応する姿勢

を徹底することが、市民の信頼と公正な行政運営を支える基盤となると

考えております。 

次に、2 ページをご覧ください。 

市民対応の基本姿勢についてです。 

こちらは先ほどのポスターでも説明をいたしましたが、市民対応では、

初期対応が適切であれば、クレーム等に発展する事案は多くありませ

ん。 

たとえ厳しい口調での要望であっても、まずは真摯に話を聞き、丁寧に

説明することが重要であると考えております。 

次に 3 ページをご覧ください。 

こちらは、不当行為への組織的な対応体制についてですが、後ほど説明

をする対応フロー図とあわせてご説明をさせていただきます。 

4 ページをご覧ください。 

ここでは、不当行為を 6 つの類型に整理をし、それぞれの対応ポイント

を示しております。 

6 つの類型といたしましては、長時間の電話や居座りなどの時間拘束

型、リピート型、優位な立場を利用した権威型、職員を萎縮させる暴

言、威嚇脅迫型、職員の対応を撮影して拡散するＳＮＳ、インターネッ

ト上での誹謗中傷型、市役所の庁舎外で発生することを想定した庁舎外

拘束型、そして、性的な言動によるセクシャルハラスメント型と、あら

ゆる不当行為を想定しております。 

なお、職員向けのマニュアルでは、不当行為に対して適切に対応できる

よう、事例ごとの対応策や対応時のポイント、留意事項を詳細に示して

おります。 

続いて 5 ページをご覧ください。 

不当行為に対する 5 つの段階別の対応策を示しております。 

発生前の兆候把握から初動対応、継続深刻化した場合の対応、全庁的な

組織対応、さらに、事後対応や対応職員への支援まで一連の流れを定め

ております。 

不当行為への対応にあたっては、来庁者の言動に常に注意を払い、リス

クを早期に察知することが重要であり、状況に応じて、録音、録画の開

始や複数名での対応など、必要な措置を速やかに講じることで、トラブ

ルの未然防止に効果があると考えております。 



6 ページをご覧ください。 

ここでは、先ほどの 5つの段階別対応策について、組織的な対応も含め

た詳細をフロー図として示しております。 

大きな流れといたしましては、1 次対応及び 2次対応までは各所属にお

いて、複数名の職員や上司を交えた対応を行います。 

その後、当該行為が継続、深刻化する場合は、所属を超えて、警察ＯＢ

等で構成される、大分市不当行為対策員が対応に加わり、連携して対処

することとなります。 

状況によっては、退去命令などの措置を講じる場合もございます。 

また、4 次対応として、全庁的な情報共有や対応が必要な場合には、庁

内の大分市不当行為対策委員会を開催いたします。 

並行して、当該行為の要求内容の正当性について調査が必要な場合に

は、外部の弁護士や公認会計士で構成される大分市公正職務審査会など

を開催することもあります。 

そして、5 次対応として、再発防止に向けた対応の検証や、職員の心身

のケアに努めることとしております。 

簡単ではございますが、以上が「大分市職員の安心対応マニュアル」の

ご説明となります。 

なお、カスタマーハラスメントを含む不当行為への対応については、マ

ニュアルといった制度面での整備だけではなく、その確実な活用が重要

であると考えておりますので、現在、新規採用職員の研修を始め、職場

内や階層別への研修など、あらゆる機会を通じてその浸透を図っている

ところでございます。 

説明につきましては以上でございます。 

市長 はい。 

ありがとうございます。 

続きまして学校現場の現状や、他の自治体の事例など、補足の説明をお

願いします。 

学校教育課長 はい。 

学校教育課、安部でございます。 

それでは、本市の学校現場での現状、及び他自治体の事例についてご説

明をいたします。 

資料 1－2 をご覧ください。 

日々、学校においては保護者からの多様な相談や要望、苦情への対応が

行われております。 

これらの多くは、子供を思う気持ちに基づくものであり、学校として誠



実かつ丁寧に向き合うことが求められております。 

一方で、こうした対応は教職員にとって時間的、精神的に大きな負担と

なっているのが現状でございます。 

まずは、資料①「大分市立学校における働き方改革に関するアンケート

調査結果」をご覧ください。 

本調査は、令和 7 年 7月 14 日から 8 月 6 日にかけて、本市の全教職員

を対象として実施したものでございます。 

この中で、時間的または精神的負担が大きい業務として、多くの職種に

おいて、保護者対応が上位に挙げられております。 

具体的には、校長 92.2％、副校長、教頭 84.3％、教諭 80.2％となって

おります。 

これらの結果から、保護者対応が一時的な業務ではなく、学校における

恒常的な負担要因であることが明らかとなっております。 

特に、担任や学年での対応が困難となった事案が、最終的に管理職へ集

中する傾向がみられ校長、教頭においては、時間的、精神的負担が極め

て大きい状況であるということがございます。 

次に資料②「保護者や地域等から、過剰な苦情や不当な要求等」をご覧

ください。 

本資料は、広島市の公開資料等を参考にしつつ、本市においても見られ

る事例を「大分市職員の安心対応マニュアル」における不当行為の 6 つ

の類型に基づき整理したものでございます。 

事例 1 は、暴言、威嚇、脅迫型でございます。 

概略は、児童間のトラブルに対する指導を契機として、保護者から、や

り返させるので止めるな、来なければ、ただでは済まさないなどの発言

があり、暴言を含む、一方的な要求が寄せられた事例でございます。 

本事例の主な課題は、次の 3 点でございます。 

1 点目は、明確な暴言、脅迫が含まれている点であり、個人で対応すべ

き範囲を逸脱しております。 

2 点目は、不当な要求が含まれている点であり、対応を誤れば事態を悪

化させる恐れがあります。 

3 点目は、特定の教職員への対応要求であり、教職員の安全確保の観点

から極めて重大でございます。 

事例 2 は、権威型でございます。 

概略は、当初は児童の登下校に関する相談であったものが、次第に学校

運営や管理職への批判に発展し、辞表を書けといった要求や、長時間の

居座りに至った事例でございます。 



本事例の主な課題が、次の 3 点でございます。 

1 点目は、対応時間が勤務時間を大きく超過している点でございます。 

2 点目は、要求が個人、組織への批判へとエスカレートしている点でご

ざいます。 

3 点目は、適切な対応を行っているにもかかわらず、一方的に不十分と

評価されている点でございます。 

本事例は、個々の教職員の努力でどこまで対応すべきかという根本的な

課題を提起しております。 

事例 3 は時間拘束型、リピート型でございます。 

概略は、勤務時間外に繰り返し来校や電話があり、要望が不明確なまま

長時間による対応を強いられる事例でございます。 

本事例の主な課題は、次の 3 点でございます。 

1 点目は、勤務時間外対応の常態化による負担の蓄積でございます。 

2 点目は、要望が不明確であるため、対応の終結が見えない点でござい

ます。 

3 点目は、個人対応の限界が明らかになっている点でございます。 

続きまして、事例 4 は、一見、極端に無理なことではないように感じる

ものの、学校として、慎重な判断を要する事例でございます。 

概略は、経緯、説明文書や誓約書の提出を求められた際、担任が十分な

校内共有を経ず、了承してしまったものでございます。 

本事例の課題が、次の 3 点です。 

1 点目は、学校としての判断を要する事項であるにもかかわらず、個人

で対応している点でございます。 

2 点目は、その場での安易な了承が新たなトラブルを招く可能性でござ

います。 

3 点目は、担任に負担が集中しやすい構造でございます。 

また、ここには記載しておりませんが、本市においては、より深刻な事

例もございます。 

例えば、ささいな出来事のたびに、保護者から連絡が入り、この対応が

約 1 年間にわたり、執拗かつ反復的に繰り返されております。 

連絡は、朝、昼休み、夜間を問わず、1 日に複数回に及び、特に勤務時

間外の夕方以降には、1回当たり 2、3 時間に及ぶ電話が連日繰り返さ

れるなど、通常の範囲を著しく超える頻度と時間となっております。 

こうした状況が数週間に当たり、途切れることなく続くこともあり、さ

らには、年度をまたいで、担任が継続して対応せざるをえない事例もみ

られます。 



その結果、教職員は私的時間にまで深刻な拘束を受ける状況となってお

ります。 

また、担任だけでなく校長が説明を尽くしても、同様の主張や納得しな

い要求が繰り返され、対応が終結せず、長期化しております。 

さらに、当該保護者は、教育委員会にも直接連絡を重ねるとともに、来

庁して約 2時間にわたり大声で抗議を行うなど、対応期間の範囲を超え

て影響が拡大しております。 

これらは、継続的かつ長時間に及ぶ対応により、学校の通常業務の遂行

に重大な支障が生じているほか、教職員に著しい精神的負担を与えてお

ります。 

こうした状況を受け、本市教育委員会においても、関係機関と連携し対

応しておりますが、依然として十分な改善に至らない状況でございま

す。 

こうした状況を踏まえ、教職員からは、次のような声が寄せられており

ます。 

「保護者対応が大変で人員が足りない。」 

「保護者のカスハラをなくす取組をして欲しい。」 

「保護者によるカスタマーハラスメント対応マニュアルを作成して欲し

い。」 

「保護者や地域の方からの理不尽な要求に対し、警察介入や法的対応な

ど、学校ができることを増やして欲しい。」 

次に、資料 3 の中段、学校と教師の業務の 3 分類をご覧ください。 

本資料では、学校における業務について、学校以外が担うべき業務、教

師以外が積極的に参画すべき業務、教師の業務だが負担軽減を促進すべ

き業務という 3 つに整理されております。 

この中で特に重要な点は、保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等、

学校では対応が困難な事案による対応について、学校以外が担うべき業

務として明確に位置付けられている点でございます。 

すなわち、これらの対応は、担任や管理職が個別に抱え込むのではな

く、学校以外の専門機関や体制により担われるようなことが明示されて

おります。 

こうしたことから、東京都教育委員会は、教職員向けのガイドラインを

作成しております。 

次の概要版の資料をご覧ください。 

東京都においては、教職員の約 22％が過去 5年間、通常の社会通念か

ら、疑問と感じる行動や行為を受けたことがあると回答しております。 



この結果を踏まえ、東京都カスタマーハラスメント防止条例を背景とし

て、教育現場向けのガイドラインが作成されております。 

2 ページ目をご覧ください。 

当該ガイドラインは、社会通念を超える要望等に対し、対応体制を段階

的に強化していくことに考え方が示されております。 

具体的には、1 回から 2回目は 2 人以上の教職員で対応、3回目からは

管理職を中心とした対応、4 回から 5 回目以降は弁護士や心理士等の専

門職の同席、さらに業務に支障が生じると判断した場合には、対応の終

了といった対応基準が整理されております。 

次のページをご覧ください。 

東京都での予算措置に伴う取組として、次のような事業が実施されてお

ります。 

まず、拡充事業として、電話によるやりとりを記録する、電話の録音対

応、学校法律相談デスクが挙げられております。 

さらに新規事業として、コールセンターによる電話対応、学校と保護者

等との問題解決に向けた人材派遣、都立学校スクールロイヤー、学校と

保護者等との関係推進コミッティなど、組織的かつ専門的な支援体制の

構築が進められております。 

説明は以上でございます。 

市長 はい。 

ありがとうございます。 

これから教育委員の皆さん、ご意見を伺うんですけど、その際にです

ね、学校現場版のようなマニュアルが必要かどうかも最後に加えて欲し

いんですね。 

さっき言いましたように国家公務員のがあり、大分市役所の職員のがあ

り、さらに学校現場ってなった場合、ものすごく大部になったら、マニ

ュアルは誰も読まないっていうことも考えられるんで、そこの抜粋にと

どめるのか全体像が必要なのかみたいなところも意見としては、最後に

触れていただきたいなという気がします。 

それではですね、大分市役所におけるカスタマーハラスメント対策につ

いてにある資料 3 つをまとめたということと、それから、大分市立学校

の教職員に対するアンケート、そして、東京都の取り組みがありまし

た。 

どうでしょうか。 

手挙げでいきましょうか。 

カスタマーハラスメントについてのご意見ございますでしょうか。 



これ、手が挙がるまで、ちょっと無駄な話かもしれませんけど、資料 1

－2 のね、1ページを見ると、保護者対応ということが今回テーマにな

ってると思うんですけども、これ、教諭以外は全員が事務 1 が負担だ

と、つまり行政機関等からの調査回答だと出てますね。 

この辺はどうとらえてるんですかね。 

学校教育課長 学校教育課、安部です。 

確かに、学校現場への調査、行政機関等からの調査事項が非常に多いと

いう実態がございましたので、行政としてもそうした調査事項等につい

て精選するように見直しを行い、極力、必要最小限になるよう調査を実

施しております。 

市長 今のお答えだと、おっしゃる通りだっていうふうになると思うんです

ね。 

アンケートに答えた通りです。 

でも、必要だからこれはやってるんだっていう姿勢もやっぱりないとど

っちかだとわからないんですね、こう言われるからやめましょうじゃ、

解決にならないですね。 

今、副校長、教頭のところに業務が集中してるっていうのは教育委員会

の方、皆さんおっしゃる、これ、結局、事務 1 と保護者対応が 1、2 で

す。 

教頭のところはですね。 

事務 1 は減らしますという話になってくると、果たしてそれが正しいの

かどうか。 

いろんなことを決めるのに対して必要欠くべからざる調査をしてる、そ

ういう自覚があるんだったら、なかなかそういう答えにはならないと私

は思うんです。 

今回の議題とはちょっと離れるかもしれませんけども。 

さあ、皆さん方手挙げで、いいですか。 

古賀委員 

 

はい。 

ご説明ありがとうございました。 

ちょっと本題に入る前にですね、私、全国市町村教育委員会連合会の理

事もしてるものですから、先月、全国の理事会で文科省の説明があっ

て、これは学校における働き方改革の活性化に向けてという話だったん

ですが、その中でこれ今のカスタマーハラスメントに関して、もう皆さ

んかもご存じかもしれませんが、紹介したいと思います。 

国の動きですね、その中でですね、教育行政に係る法務相談体制の整備

に関する調査結果というのがあって、スクールロイヤーのことが全面に



出てきました。 

スクールロイヤーの活用の仕方で 2 つですね、保護者等との面談への同

席が 1 つ、もう 1 つは交渉における代理業務。 

それぞれですね、指定都市でそれをやってるのは、同席は 30％、代理

業務は、指定都市 25％、市町村は 11.1％となって、国としたらです

ね、文面を見ると、昨年の 8 月にですね、教育行政に係る法務相談体制

構築に向けた手引きという第 3 版が発行されてて、かつ、先月の説明で

はやっぱりこれ、各教育委員会において標準的になりつつある、助言業

務にとどまらない、さらなるスクールロイヤーの活用できる体制の構築

を後押し、書いてますから、国としたらスクールロイヤーを同席ではな

くて、代理業務、交渉における代理業務も進めていきたいという方向性

を国が示しております。 

そこまでいかなくてもですね、例えば東京都の方、この前の教育委員会

にご紹介いただいたんで、見ると教育委員会、東京都のやつもちょっと

きついかなと思って、でも見ててですね、よく考えてはあるなっていう

のをよく読むとやっぱり感じました。 

それで、例えばですね、その中で、今一般社会で当たり前になりつつあ

るんですが、例えば録音電話、つまり親からの交渉の窓口の最初は電話

なんですが、今病院でもそうですよね。 

電話するとサービス向上のため、電話録音させてもらえますかって、ち

ょっと気構えますよね。 

学校ですからサービス向上は合いませんが、そういったやつは、活用し

やすいのでは、非常に厳しい、先ほどご紹介があった事例はとてもこん

なもんじゃでしょうが、やっぱり少し役に立つかなと思ってます。 

はい、それで先ほど市長からのご質問ありました、学校現場版が必要か

どうかっていうなんですが、先ほどの事例をですね、4 つ、それから 5

つ目も口頭で説明がありましたが、そうですね市役所とか企業のでいう

と、学校現場の特殊性ていうのがやっぱりあると思うんですね。 

例えば先ほどの事例で言いますと、特殊性が高いのが典型的には高いの

は私から言えば、事例 1 です。 

事例 3 もかかるかもしれません。 

特殊性が乏しいのは 2と 4 とか先ほど口頭のやつですね。 

なぜ、事例 1 が私にとって何かこの文面だけですが、特殊性が高いかと

いうと、これはあの Aさんと B さんのトラブルなんですよね。 

もともとですね。 

これは、そのあとの恫喝とか口調がここでは議題になってますが、本



来、こういう人間関係、社会性を身に着ける人間関係スキルを身に着け

る機会、この機会はある意味なる。 

もちろん、Aさん、B さんどちらかですね、児童生徒の本来の社会性を

身に着ける機会になるわけであり、子供たちの成長の機会になる。 

そうすると、このトラブルっていうか、これを解決することが優先であ

って、それに対して、このような保護者からの要求があることによっ

て、この過剰な要求によってですね、本来だったらトラブル解決に集中

できない、それが支障になってしまう。 

もしくはさらに言えば、トラブルは解決にもかかわらず、もし親からさ

らにこれをきっかけに過剰な要求が出てくれば、これはもう手続きは必

要でしょうが、外部、例えば、国が挙げているのは警察とか弁護士と

か、スクールロイヤーとか、そこに行くべきで、本来は子供の成長を助

ける機会の支障になってるわけでそれはやっぱりなるべく排除したほう

がいいなと。 

これは学校現場で、通常であれば、この恫喝する保護者をどうするかが

一番問題なんですがそれよりも学校で優先することは、子供の成長機会

をどうやって保障するかと思うんですね。 

それに対して支障になっていると、明らかにですね。 

それから 3番目のやつはですね、これもきっかけは、担任との話なんで

すが多分、この文面は 2 行目は教頭が対応で、3行目は担任になってま

すが、これもしかしたら我が子への対応の相談でお母さんが不安になっ

てて、それに対する相談であれば、これはやっぱり学校として、対応す

るとしたとしても、例えば外部のカウンセラーとかにお願いしたりする

ようなことになります。 

でも、事例 2 と事例 4 とかいったやつは、特に事例 2 は最初は学校に行

きたくないかもしれないけど、もうそこは先ほどあったように、もう次

第にですねそれと関係なく、居座ってるわけですから、こういった事例

は、もう市役所のマニュアルと同じような対応でいいと思うんですね。 

それから、4番目は、これも児童間トラブルですからこれどちらかとい

うと、担当した担任の対応がよくなかったっていうか、校内チームの対

応でこれも市役所と同じようなイメージで対応していくべきで、最後に

口頭であったやつは、もうあれは、この中で多分業務営業妨害ですよ

ね。 

僕は通常の別に市役所関係なく対応できるというふうに、何かこの話が

ですね、全体が恫喝なのか、居座りなのか、そういう話で、それも大切

なんですが、やっぱり学校現場ですから、これが子供の成長とどう関わ



って、その支障になるんであればやっぱりこれは外部を利用すべきだ

し、保護者がしっかりすることによって、落ち着くことによって子供の

成長を支えられますから、カウンセラーを本当に利用したほうがいいと

思いますし、いずれにしてもやっぱり教員が悪いこともあるんですが、

本来教育活動に先生方が専念できる環境をどうやって作るかが一番大切

なことで、そのためにやっぱりそういった事例によって、学校の特殊性

に基づくものとそうじゃないものぐらい区別が必要かなと。 

世の中一般の市役所のマニュアルで見た場合、それから一般の企業で見

た場合のマニュアルと見た場合で、その違いをはっきりさせることによ

って学校の特殊性が、うまく区別されてそこについてはもしかしたら、

補足事項かもしれませんが、ガイドラインってのもあった方がいいか

な。 

それを誰かこう判断する人が必要になってくるということですね、本当

は今言ったようにこのケースをどうしたらいいかといったことを、スク

ールロイヤーとかを入れるんであれば、もう先進的にやってて、いろん

なケースをやってるところのコーディネーター的な役割の人に大分市に

半年間くらい来てもらったりしてもいいのかなと思ったりもするんです

が。 

そういったような、先ほどの学校版が必要かどうかということでは、そ

んな発想で考えますね。 

市長 はい、ありがとうございます。 

事例集的なものをもとに、これは一般公務員の心構えとして対応すべき

ものと、学校現場に特殊性があるものは、そこの部分のマニュアルが必

要になってくるんではないかということですね。 

ありがとうございます。 

いかがですか。 

上杉委員どうぞ。 

上杉委員 ご説明ありがとうございました。 

こちらの市役所のマニュアルの 2ページですかね、基本姿勢の中段、赤

字で初期対応が適切であればっていうことで、学校現場もやはり初期対

応で、そこから先、上手く話が進むかどうかが決まってくると思うんで

す。 

その初期対応をどうしていくかっていうのは、ある種、こういうときに

はこうしましょう的なのが事細かでなくても、学校の規模にもよります

し、先生方の年代別の集団組織も変わるでしょうから、あまり細かいこ

とを言ってたら、これはどうなんだっていうその類型にはめようとし



て、そこに時間も割くかなと思いますので、その初期対応をどうするか

っていうようなのが、ちょっとワンポイントになってるような、学校現

場におけるマニュアルといいますかね、どこの学校でも、この現場で

も、どの学年でも、同じような対応がスムーズにできて、もし困った場

合がまたどこにつなげればいいとかいうところが出てくれば、先生方も

お子さんも安心するのかなっていう思いがあります。 

学校現場というのは、先生方とお子さんと地域と保護者も入ったチーム

だと思ってますので、そこの中で、意識が共有できればいいのかなとい

う思いもあります。 

もしマニュアル等を導入するのであれば、そういったいろんな方々の思

いや意見とかも、踏み込んでいただけるといいのかなという思いがあり

ます。 

以上です。 

市長 はい。 

ありがとうございます。 

古賀先生がどちらかと言うと事例の中で学校現場特有の視点だったんで

すが、上杉さんはそのタイミングといいますか、初期対応の部分こそ学

校のカスハラに対するマニュアルとして大事ではないか、そういう意見

ですね。 

ありがとうございます。 

岡田さん、いかがですか。 

岡田委員 ご説明いただきましてありがとうございます。 

今回、この働き方改革のアンケートを見まして、時間的または精神的に

負担が大きい業務というところで、保護者対応っていうのが上位に上が

っている部分、ここはまさに保護者も考えていかなきゃいけないときな

のかなと思っております。 

今まで先生方の熱意に頼り過ぎていた部分もあると思いますし、でも本

来学校現場では保護者もパートナーとして、先生方に接していかなきゃ

いけないと思っております。 

やはり、今後も相談事とかあったら、やっぱり先生に相談させていただ

きたい部分もありますし、理不尽な攻撃とかは排除しても、必要な意見

とか要望には今後も耳を傾けるってことを強調していただけたらなと思

います。 

これ、マニュアルとかがでて、相談とかの抑制とかになったらそれはそ

れで悲しいことだと思いますので、今後もしっかり、パートナーとして

一緒に考えて行動するっていう関係であることは、しっかりお互い理解



していただけたらなと思っているのと、こういった基準があったら、お

互い良好な関係づくりを意識できるのかなと思いますので、私もこうい

った本市でも対応に苦しむ事案があるようでしたので、初期対応とかを

明記したフロー図みたいなのがあるといいのかなと思いました。 

市長 フロー図ですね、後でちょっとまた、上杉さんとの関係もあって、要は

その地域と保護者というところと、時間の問題もあるので、後でちょっ

とテーマにしたいと思います。 

今の岡田さんの発言もそういった関連してましたので。 

廣津留さん。 

ございますか。 

廣津留委員 私たち定例で前回学習会でこの話をさせていただいて、かなり詳細なお

話とか、あと解説もしていただきました。 

それがすごく助かった部分がありまして、今日もとても丁寧なご説明を

いただいたんですけれども、もう結構 20 分くらいご説明をいただいて

たと思うんですけど、こういうふうに学習会を事前にやっている場合

は、もう少し簡潔なご説明でももしかしたらいいのかなと思います。 

せっかく、市長と皆さんとの会議の場というか貴重な時間だと思います

ので、それでも私たちは、すごく前回学習会で細かいところを詰めてい

たので、効率的な会議運営のためにはそれでもいいのかなと一点思いま

した。 

内容なんですけれども、初期対応の話とあとコールセンターの録音の話

が古賀先生からありましたけれども、初期対応については、資料 1の中

では、まず真摯に話を聞き、丁寧に説明することが重要ですというふう

にあるんですけれども、おそらくこの真摯に話を聞くっていうのが、人

によって解釈が異なると思いますし、丁寧に説明するっていうのを具体

的にどうするかっていうのをはっきりさせていた方がいいのかなと、特

に学校現場では思いました。 

例えば、容易く約束を取り付けないというのは、事前の説明でもあった

んですけれども、クレーマーというか相談者からの要求をすべて飲むの

が、真摯な対応とは限らないと思うんですね。 

初期対応で、必ずこうしますって言ってしまうと後々に困ってしまうこ

とがありますので、その辺を具体的に明記しておくのが良いかなと思い

ました。 

あと、録音についてなんですけれども、資料 1 の 6 ページのところで、

可能な限り録音録画を行うというのが、赤字で明記されておりまして、

それで東京都の資料の中でも、特に録音については書いてないかなと思



うんですけれども、この録音についても、おそらくその場で、例えばス

マホで録音されるようなことがあると、おそらく相談者も信用度が低い

と思いますので、どのような条件の場合はどのように録音して、例えば

録音デバイスを提供しておくですとか、あと、これは市の方針でこうな

っていますっていうふうに職員とか、教職員の方が説明できるようにし

ておくとか、テンプレを作っておくと録音とか記録のハードルが下がる

のかなというふうに思いました。 

なかなか、また録音するということに対して、反対する相談者の方もい

らっしゃると思うので、そういうときにはどうやって記録するのかって

いうのが、やっぱり正確に会話内容を把握できることが、結局子供を守

るためにも繋がるのかなと思いますのでそのあたりは、具体的な方策も

立てられるんではないのかなと話を聞いていて思いました。 

以上です。 

市長 ありがとうございます。 

事前の学習会でかなり勉強になったということです。 

今日説明が丁寧だったら多分、私がわかるようにだったと思います。 

あと、あんまりこう関係のない部署の方もいらっしゃると思うんです

よ。 

そういった意図だと思います。 

初期対応で結論づけになるようなことを言わないってのは、極めて大事

な点だと思いますね。 

録音することの保証といいますかね、担保といいますかね、それは必要

だと思いますね。 

後で聞き直して対応しっかり考えますとかですね。 

そういったことは非常に大事な点だと思いますね。 

さあ、それではですね。 

ちょっと整理して、上杉さん、岡田さん、他の先生方あったと思うんで

すけども、学校と地域と保護者、それからよく事例でもありましたが、

勤務時間後に親の勤務時間後にいろいろ相談事が発生するというよう

な、時間の問題つまり、地域や保護者の方とセットでというふうになる

と、共通の取れる時間ってなると、休みだったりですね、夜だったりす

ることがあるんですね。 

その点、これは時間をどうするかっていう観点が 1 つと、それから、保

護者の方は非常に大事な存在ではあるんですが、昨今のＰＴＡの任意加

入の問題もあってですね、これ、なかなかこれまたハラスメントかもし

れないけど、保護者を交えて話をしようとしたらそれは学校の責任だと



か言われることもありますんでね。 

保護者対応という点も 1 つの論点かなと、保護者をいかにこう話し合い

の場に参加してもらうかっていうことですね。 

あと、私の経験で私の母校の中学校が一時期荒れてるときがあって、そ

れはその後よくなったんですが、そのきっかけは何だったかというと、

保護者ではない地域の父親の会っていう、ここは学校全体のことに対し

て、見守りも見回りも含めて対応したってのはありましたね。 

それだけの地域ごとの取り組みができるのかっていう、これを 1 つ参考

にですね、時間をどうするかっていうことと、保護者と地域をどう参加

していただくかという点についてはどうですかね。 

意見ございますか。 

1 つ参考に言いますとね、1990 年代から 2000 年ぐらい、私外科医でし

たけど、家族の皆さんへの説明っていうのは、必ず仕事の後か土日なん

です。 

仕事があるからっていうことなんですね。 

我々が休みがないわけです。 

それがだいぶ変化してきて、勤務時間内に説明をすると、それは看護師

さんもいるしということもありましたね。 

だいぶ世の中の流れが変わってきたっていう経験もあります。 

今これでも問題になってきて、学校の先生方についても、そういう世の

中の雰囲気が変わってくればいいとは思うんですけどね。 

それも参考にいかがでしょうか。 

保護者の観点からどうですか。 

任意加入で入ってこないということ。 

上杉委員 はい。 

まだ私ぐらいは、子供が学校現場にいるときは、任意とはいえど、ほぼ

全世帯が入る形ではあったんですけど、もうだいぶ任意になり、ＰＴＡ

の役員をするぐらいならしない、でも関わらないかっていうと、細かな

ところに口出してきたりって役員を引き受けない人がなんでそんなこと

言うかなとか、また保護者同士であったりして、本当に子供を預けてる

時間の中で、一緒にやっぱり子供の成長を見守りたいし、良き未来につ

なげていきたいしって思いは保護者さん、誰 1 人同じ思いだと思うんで

すけれども、その伝え方というか、今して欲しいことと、もうちょっと

時間かけてみて見守りましょうっていう、やっぱり考え方の違いがもち

ろんあると思いますし、あと 1 人っ子さんとか兄弟児さんとか、立場と

かもまた考え方も違うでしょうし、そういったなかやっぱりこう、まと



め上げないといけないっていうのはとても大変なことかなと思っていま

す。 

なので、あまり細かなマニュアル通りに話を進めてしまうと、またそれ

はそれでちょっと、また別の困りごとが出てくるのかなという気がして

ます。 

世の中が変わってきても、確かに 5 時までに必ず来てください、でない

と説明はできませんとか、高校現場で謹慎解除でも 5 時までに必ず来て

くださいとか、昔はもう何時になろうが保護者さんが見えるまで待つっ

ていうところが、もちろんありました。 

夜 8 時 9 時、日付けまたごうが、保護者様が来てくれるんであればそこ

で、問題の説明をすると。 

本当に世の中も変わってきてて、時間外に勤務っていうものがあるって

いうところをやっぱり、共通意識としてすべての方々が持っていただく

ってのは、とても大切なことなんだろうなと思っています。 

みなさんお仕事もある中で、対応していってるっていうところも合わせ

て、じゃあ大分市内の学校現場をどうしたら、よりよく子供たちの成長

の学びに生かせるのかっていう、そこの大前提を持って、地域や保護者

の方々に、積極的に参加していただいて、また学校現場も話を聞いてい

ただいて、この地域だとこういうことができる。 

こういうことはちょっと無理じゃないかみたいなところも、話を聞く場

も設けていただければなと。 

以上です。 

市長 なるほど。 

どうぞ。 

古賀委員 先ほど市長の中学生ぐらいですかね。 

親父の会ですね。 

ちょっと、多分そのときっておそらくその中に立ち上がったその親父さ

んの中に、すごいリーダーシップがあるっていうか、まとめ上げられる

ですね、そういう人材がきっといたんだと思うんですね。 

学校がそういった人物をうまく見つけて、親御さんのなかにですね、す

れば可能性があるかもしれませんが、我々の時代もやっぱ忙しいですし

世の中ですね、何か、そういった人物を見つける機会があればいいんで

すが。 

そういった人って、どうしても昔からのお米屋さんとか地域で根づいて

いた時代だったんだろうと思うんですね。 

もう 1 つはやっぱり、皆さん言われるんですが、我々の時代は大体お母



さんがいたんですが、だから昼間いろいろ学校ともできたんですが、難

しいですよね今。 

提案というかできるかどうかわかりませんが、5 時以降っていうか 6時

以降とかで対応できる教員を輪番でその場ですぐ答えるのではなくっ

て、あとで答えますよみたいな人を例えば輪番で時間外等勤務になりま

すが、そういう人 1 人か 2 人置くということできるかどうかですね、経

過的なところですね。 

ただし、これは必ずしも担任じゃないから答えられないですと言ってた

らもう話を聞くわけですけど、それはっきりするわけですね。 

そういった方がいて、もちろん手当はちゃんと出すというが、1 つの案

です。 

市長 教育長、どうですか。 

教育長 私が東京にいたときには、不登校の悩みを抱える保護者の集まりみたい

なものがございました。保護者の会は最初は、区役所主導で、不登校の

子どもを抱える保護者の方々に来ていただき、そして、しかるべき講師

の方にいじめなどを受けて不登校になった子どもの話をしていただきま

した。 

そこから初めて同じような悩みを抱えている保護者同士が集まり、なか

なかそういう人たちが集まる機会がなかったものですから、自然に思い

を吐露し、そしてお互いこんな悩みがあるということで、言ってるうち

にだんだんとグループができ、その後は、区役所が主導することなく、

任意の段階になりますけれども、その人たちが自分たちで公民館などを

借りて、自分たちで運用するような、私の知り合いで元教員の方でこう

いう方がいるからこういう方を講師に呼んでまたグループワークしまし

ょうとか、そういうのを次々と同じ悩みを抱えている人同士が知恵を出

しあうという、そういうサークルのような形ですけれども、そのような

場があってもよいのかなと。 

今回クレームでありますから、学校に対する不満がありますけどもそれ

もその保護者自身が 1人で抱えるというよりは、いろんなクレーム、こ

ういった対応のクレームがあるということを不安を持つ人同士がまた集

まって、そしてそれらを総合してということを、行政に対して言おうか

ということなども冷静に考えてみるような機会を設けられればと思いま

した。 

ちょっと前段の話になりますけども、今年の 10 月からカスハラ対策に

ついて法律で義務づけられております。 

これは労働施策総合推進法が、施行されて昨年 6 月に法改正し 1 年半以



内に施行するということになってますので、これはもう全事業主がやら

なきゃいけないと法的な義務づけがあります。 

そのカスハラ対策を行うということですが、その対策というのはマニュ

アルを作ることではなくて、相談に応じて適切に対応するための体制の

整備でありますので、マニュアルを作ること自体が義務づけではなく

て、体制の整備を行うことが義務になります。対策をしないと、カスハ

ラを受けた教員に訴えられた場合は安全配慮義務違反になり、例えば裁

判の判決などは不利になる恐れがありますので、体制整備を行うという

ことは義務になろうかと思います。 

市町村立学校の教職員の場合が任命権者でないためちょっとグレーです

けれども、学校の設置者でありまして、服務監督権者でありますから、

やはり、その体制整備は市町村教育委員会が行うことになろうと思いま

す。 

大分県教育委員会にも聞いてみましたけれども、県立学校の教職員につ

いてはそのガイドラインのようなものを今後策定する予定と聞いており

ますので、大分市教育委員会としてもその体制の整備、マニュアルを作

るか、策定するかしないかというところはまた、判断の余地はあります

けれども、体制の整備をしていかなきゃならないだろう。 

そうしないと、訴訟にされた場合は本当に安全配慮義務などで訴えられ

る。 

さらには処分を受けたり、行政指導とか是正勧告をされるという可能性

があるということであります。 

その際、体制整備の際で今一番困る、現場の教職員が困るって考えられ

るのは、カスハラのやっぱり判断軸がよくわからないということだと思

います。 

つまり要求内容というものの妥当性、言ってくる人の要求内容の妥当性

とそれから要求の仕方と態様が妥当であるかということでありまして、

その要求の仕方、態様はもう、これ、他市のマニュアルの中にもありま

すので、わかりますけれども、要求内容の妥当性の判断にあると思いま

す。 

仮に、要求内容は正当だったとしても、その伝え方や、その対応でカス

ハラとなりうるわけでありますので、それはもう事例がたくさんあるわ

けであります。 

その正当な要求とはどういうものかというと、求める改善内容とか説明

を冷静に落ち着いた口調で話し、行政に対して攻撃することなく、学校

の対応が可能な範囲の要求であるということが 1 つの条件であろうかと



言われています。 

それを逸脱すればカスハラとなります。 

そして、その要求によって職場環境が著しく害されるとか、欠員によっ

て例えば職場環境が著しく害される、それから要求を何度も執拗に繰り

返してくるというような場合にはカスハラに該当すると一般的に言われ

ておりますし、またＳＮＳとかネットでの誹謗中傷というものも名誉毀

損でカスハラに該当すると言われています。 

従って、仮にマニュアルを作るとした場合には、どのような行為をする

とカスハラに当たるか、その正当な要求との区別ができるようにすると

いうことが大事だろうと思います。 

そして、現場の困りとはその判断基準を理解できていないということが

ネックでありまして、特に 20 代、30 代の若手教員が多い、小学校の教

員は 4 割以上が若手教員になりますから、若手教員が急増している学校

現場は、何らかの形でマニュアルが欲しいのではないかなという気がい

たします。 

そこは学校現場にも聞いてみたいと思います。 

そして、本市でも作っているようなエスカレーションルールというよう

な相談体制は、東京都の教育委員会の場合もありますので、そういうも

のを参考にできるでしょうし、それから、組織としての対応を行うこと

が絶対であると思います。 

教員の仕事は学級王国に代表される鎧と言われておりますけど、個業と

言われる形態から、若手教員の増加も相まっておりますので、チーム学

校のような協働にしていこうということが求められているところでござ

いますので、教職員に対する研修というものも必要になってくるだろう

と思いますし、それはロールプレイングなどとセットにしながら、その

マニュアルができた場合には運用していけるようにしていかなきゃいけ

ないだろうと思います。 

また、弁護士の活用というのも、東京都の事案の中にありましたけれど

も、早期の弁護士への対応というのも私は考えたほうがいいと思いま

す。 

職員が離職してしまうというリスク、それから、現場に与える影響とい

うものをコストで考えてみても、かなり大きな損害に当たるかと思いま

すので、早く相談できる体制という意味では、弁護士の相談体制という

ものも必要ではないかなと思います。 

例えば、謝罪 1 つとってもですね、その先方へ不快な思いをさせてしま

ったという感情面への謝罪はあると思うんですけれども、不備がありま



したということを認めたり、それは私の責任でありますということは絶

対に軽々には言っちゃいけないということなども理解してもらわなきゃ

いけませんし、それから直ちに書面回答を求められたとしても、それは

教員個人が独断で行うというわけではなくて、所定の手続きが必要であ

るから、これぐらいの日数がかかりますということで、期限を設定する

とか、そうやって組織全体で共有し、対応していくということをしっか

りしていかなきゃいけないということでは、個業から協働へとしっかり

変えていくということも含めて、それからエスカレーションルールにつ

いてもしっかりと定めていくということが必要かと思います。 

そういうことを踏まえまして、今年度からですね、教育法規に関する校

長研修というのを 9 月に今年度から始めようと思っています。 

その講師には、学校の危機管理とかスクールコンプライアンスという、

そういうものを専門にしている大学の先生からカスハラ対策についての

研修を行うことを今、考えておりまして、先生には内諾をいただいてお

ります。 

また、昨年度は教育委員の皆さんと、東京都教育委員会に伺う予定でし

たが、佐賀関大規模火災で中止になったということもありまして、今回

東京都の方がガイドラインを策定しておりますので、この策定したその

背景とか、勘所とかの考え方っていうものを、東京都教育委員会から聞

き取っていくということも考えておりますので、その辺の事情も踏まえ

ながら、例えばマニュアルというものを作っていくのか、また、体制の

整備というところを重点的にやっていくのか、もしくは、カスハラの判

断軸というところを明確にしていくということが大事じゃないかなと思

いますが、それはマニュアルに、記載する必要があるのかといったこと

などもしっかり考えていきたいと思っております。 

市長 今、学校で対応すべきことと学校以外のところが出ていますが、弁護士

の話が出ています。 

古賀先生はそのスクールロイヤー、どういうふうな位置づけの違い、一

般的な弁護士とどういうふうに、区別したほうがいいのかとあと、上杉

さんには、保護者がさっき言ったように、積極的に関わらない場合、地

域っていうことになってくるんですけど、学校運営協議会ってあるじゃ

ないですか。 

そこは、私はあまりよく知らないんですけど、そこら辺の役割っての

が、どうなのかなっていうのを教えてもらいたいなと思うんですけど。 

どうですか。 

古賀委員 ちょっと、普通の弁護士さんとスクールロイヤーが、学校に入ったらス



クールロイヤーと言うのなのかなと思ってましたけど、願わくばやっぱ

り学校現場のことに、まあ、精通した方ですよね。 

ただ、親御さんと対応するだけじゃなくて、その結果をうまく生かし

て、先生方とお話ができる人が望ましいですよね。これ臨床心理士のと

ころなんですよ。 

例えばアメリカでいくと、何で臨床心理士がロースクールに入ってんだ

って話なんですね。 

そういった方が、ある意味スクールロイヤーという方を育てていくこと

も必要だろうと思うんですよね。 

例えば、大学で契約をしている方にご相談があるわけですが、繰り返し

ていくうちに段々わかってくれるようになりますしね。 

それから 2つ目の上杉さんの言われていた件ですけど、学校運営協議会

は私なんかも 4 月からの大分支援学校の学校運営協議会の委員にお願い

されて会長に出されて、これまで評議員とかはあったんですが、評議員

には何も法的根拠はないんですが、学校運営協議会には法的権限があっ

て、教育委員会みたいなもので、基本的に教育委員会で出た発言は、事

務局はちゃんと実施しなくちゃいけないように、学校運営協議会で出た

意見は、学校はちゃんとそれを実施しなければならないという位置付け

だったと。 

学校評議員にはそれはないんですね。 

これはもう単なるいろんな地域の声を取り上げるっていうだけで、生か

していくかどうかは学校判断になる。 

市長 はい。 

そうすると、あと予定は 5 分なんですが、今までのお話しで教育長から

は体制の整備、マニュアルの整備はその体制の整備を先にやった、その

あとの位置づけでいいのか。 

初期対応の方向性といいますか、フローチャートでもいいんですけど、

その初期対応のところを学校現場に特有なものがあるんではないか。 

緊急で対応しなきゃいけない部分と、ゆっくり時間をかけてやらなきゃ

いけないところの初期対応のところでわかってくるんではなかろうかと

いうことですね。 

あとは、時間とどれだけの学外の人が入ってくるかって話、これも大事

な観点なんですけど、なかなかそこの議論で詰められるわけではないと

ころもあります。 

事務方の方で、しっかりまとめて欲しいと思うんですが、もう 1 点ね。 

私Ｐ連の役員の人と話したんですけど、これ意見が一致したんですが、



放課後の使い方が、もっと工夫があってもいいんじゃないだろうか。 

子ども同士、あるいは教師と子供、あるいは教師と保護者というような

ことが、時間内、おそらく授業が終わって 2時間ぐらいはあると思うん

ですね。 

そこの使い方が大事なんではないかという、これ意見一致したんですよ

ね。 

そういうこともありました。 

もう時間があれなので最後に、廣津留さんからですねカスタマーハラス

メントの我々の意義とですね、どういう点が大事かということを、皆さ

ん一言ずつになっちゃうかもしれませんけど、お話いただけたらと思い

ます。 

廣津留さんどうですか。 

廣津留委員 はい。 

ありがとうございます。 

マニュアルがとても大事で、マニュアルを作る上で、おそらくその読ん

だ人によって、理解が変わらないようにマニュアルを作るということは

大変大事だと思います。 

具体的にどのような対応するというのを教育長もおっしゃってましたけ

れども、初期対応で例えば現場ごとにとか、ケースごとにどのような対

応が変わるかっていうところも大変大事だと思いますし、それをそのマ

ニュアルが存在して、どこからがカスハラになるのかっていうのを、保

護者とお互いに双方向で、共有ができるような場があるのが理想的かな

と思います。 

どうしてもこの問題になってくると、保護者 VS 親みたいな構造になり

がちだと思いますので、特に学校がそういう構造にしたいわけではなく

て、マニュアルに沿って動いていて、これは子供のためなんですという

のが伝わるようになるといいと思います。 

なかなかこのオーバータイムで対応終了っていうのは、例えば、市役所

とか銀行とか郵便局に行ってももう閉まってるものが閉まってるで、で

きるだけ空いてる時間を探していくものだと思うんですけども、何で学

校だけオーバータイムで大丈夫なんだっていうふうに、これから今

2026 年の働き方だとなっていくと思うので、そこが、ミューチュアル

に、保護者と学校の間で歩み寄りができるようなそういうシステムが必

要なのかなと聞いていて感じました。 

以上です。 

市長 岡田さん、どうですか。 



岡田委員 はい。 

多くの保護者は学校と一緒に子供の成長に守っていきたいっていう、同

じ気持ちだと思うんですけど、こういった中でカスハラ案件はレアケー

スだと思ってるんですが、レアケースだからこそ、対応するための体制

づくりが必要かなと思います。 

体制づくりとか、作ったマニュアルとか、作成した後はこういったのを

周知するような方法をまた考えていかなきゃいけないかなと思いまし

た。 

ありがとうございました。 

市長 はい。 

では、上杉さんどうぞ。 

上杉委員 はい。 

ありがとうございました。 

レアケースなんですが、やはりそういったことをきっかけに休職や最悪

離職に入っていかれる先生方も多い中で、また、教員になりたいという

なり手不足にも繋がってるのかなという一因になってると思ってます。 

やっぱり先ほど古賀先生がおっしゃった 5 時以降対応みたいなのも具体

的に、人を当ててコーディネーター的な形でお話だけ聞きます、その対

応はまた後日みたいなところを一旦踏むと、少しクールダウンというか

言った側も聞いてもらえたと、対応していただけたっていうところで、

落ち着く場もあるのかなと。 

また、別の方が対応されることで、また別の発見もあるのかなという気

がしました。 

例えば、取り入れられることであれば、いいのかなと思います。 

いつも同じ顔ぶれでやっていると、なんかもう、この答えありきみたい

なところに持っていこうっていうみたいな形があるんですけど、ただ、

別の人材のコーディネーターさん、それを地域の方々なのか地域外って

いうか、教職関係じゃない方がもちろんいいのかもしれないなあという

か、何か家族だと話せないけど全然知らない人だと話せたとかそれで何

かほっとしたっていうところがあるのかなと、そういった部類の話がな

いこともあろうかと思うんですけども、個別対応がとても大切なところ

ではあるので、学校現場はこの事案にはこれみたいな大正解がないの

で、またそういったところは話を時間をかけていければ思います。 

以上です。 

ありがとうございました。 

市長 はい。 



ありがとうございます。 

輪番制か臨時雇用っていう話ですよね。 

古賀委員 先ほどそう言ったんですが、ちょっと難しいなと私思ってました。 

だから、別に教員でなくてもいいんですが、相談された方がこの人は聞

いてもらってもおかしくないなっていう立場の方、コーディネーターの

方を配置できてですね、校長経験者ってのはちょっと難しいかもしれま

せんけれど、本当に難しいケースはレアだと思うんですが、これすべて

そうした莫大な時間と労力がかかって、そのために本来そのエネルギー

をもっと多くの教育に使うべきが、そこに必要な丁寧が対応された結果

なんですけど、エネルギーを取られてしまうし、そういうの避けた方が

いいなと。 

もう 1 つお医者様ですけどね、学校現場にいて関係上、医療関係ともい

ろいろあるんですが、やっぱりお医者様は治療があって、各治療にガイ

ドラインがあって、このガイドラインは終わりました、やりました、た

だ、経験が浅いお医者さんでもそれはやりましたということは非常に本

人も守るし、医療も守ると思うんですよね。 

学校現場それはどうしても乏しいんですね。 

これいろんな事件が起こるたびに思うんですが、すぐ校長先生謝ります

が、企業であればこれはもうガイドラインを守ってたが、まず前提にな

っています。 

そういったことは乏しいし、うちの学生をたくさん就職させて、教員採

用していただいているっていうのがありがたいんですが、確かに若い先

生が増えてますので、教育長も言われましたけど、そういった人たちが

迷わずできることを考える。 

お医者さまも若い医者も同じガイドラインを守るということが大事なの

かなと思います。 

市長 ということは、マニュアルっていうのかむしろガイドラインですよね。 

これも今医療の話が出たからちょっと言いますとね、ガイドラインはも

うかなりのしっかり持っていくんで、でも昔はね、それは最低限の治療

ラインだって誤解する人が多くて、私は金に糸目かけないからもっとい

いのをやってくれ、ところが日本の医療ってのはガイドラインに則って

るのはもう世界最高レベルだよっていうのをずっと説明してきて、今そ

こになってるんですね。 

教育長 私は今のお話を伺ってそうだなと思った。 

マニュアルっていうと非常に事細かな内容で、一言一句違わぬみたいな

イメージに受けとめられては困りますので、こちらはどちらかというと



ガイドラインに近いもので、基本を押さえて応用が利くっていうこうい

う骨格があって、いろんな事案が出てきてもそれに応用して対応できる

ような、という、勘所をよく理解すると、それに加えて、またいろいろ

なケースロールプレイングとかそういったものなどでいろいろ研修など

を積みながら、事例をイメージしていくということができればいいのか

なと思ったのと、あと先ほどコーディネーターのお話もありましたけれ

ども、今、学校地域コーディネーターという方がいらっしゃいますが、

ただ、中学校と一部の小学校のみでありますけれども、例えばこの学校

と地域をつなぐ人は、学校のこともよく知り、そして、地域のいろんな

思いというものを受けとめながら、両方の場つなぎができるっていうか

通訳者のような人が必要になってくると思うので、私はそういう地域コ

ーディネーターの人に、一役買ってもらうというのは大いにあるかなと

考えてます 

市長 はい。 

ちょっと時間超過しましたが、ありがとうございました。 

学校現場っていう教育現場ってことを考えるとやっぱり、マニュアルじ

ゃなくてガイドラインですね。 

どこを選択するか、その力点はやっぱり初期対応で、これはどの範囲を

巻き込んでやるべきものかっていうことが初期対応のところで、いろい

ろ選択肢が示されてるといいと思いますね。 

それから 5時以降、いわゆる時間外っていうところは、対応する人が決

めておくという、そして、直接の当事者といいますか、近い関係じゃな

い人っていうのは極めて大事、客観性を保つためですね。 

場合によっては児童生徒の数に応じて例えば 500 人に 1 人とかですね。 

学校単位でなくてもいいのかなっていう感じもしました。 

いろいろ参考になりました。 

ありがとうございました。 

これを参考にですね、事務方のほうも、ぜひ検討していただきたい。 

皆さんどうもありがとうございました。 

それでは、今日の議事は以上です。 

では、事務方にお返しします。 

企画部長 はい。 

ありがとうございました。 

それではですね、その他ですけれども、机上にですね、資料 2 として、

「令和 8 年度大分市教育大綱・大分市教育ビジョン関連事業」を配布さ

せていただいております。 



こちらの資料につきましては、令和 8 年度実施予定の市長部局、教育委

員会事務局の事業概要等を記載したものでございます。 

この内容につきましては 6 月以降の教育委員会終了後にお時間をいただ

きまして、ご説明する予定としております。 

日程が決まり次第、事務局よりご連絡をいたしますのでよろしくお願い

いたします。 

それでは以上をもちまして、令和 8 年度第 1 回大分市総合教育会議を終

了いたします。 

次回の開催日程や、議題等につきましては、事務局で調整させていただ

き、改めてご連絡いたします。 

本日は誠にありがとうございました。 

 


